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新潟大学実務法学研究科（法科大学院）

地域法実務センターの活動について

石 崎 誠 也

米 野 順 子

1 . 地域法実務セ ン タ ー と は

(1) 設立 の 趣旨

･ 本地域法実務セ ン タ ー は ､ 2 003 年4 月 1 日 に新潟大学法学部附属施設と

して 設置され ､ 200 4 年4 月 1 日 に新潟大学大学院実務法学研究科 -( 法科大

学院) が開設 さ れる に伴 い 本研究科 へ と移管されたもの で ある ｡ 本セ ン タ

ー

設立 の趣 旨は , 社会の 国際化 ･ 情報化 ･ 地方分権 の 進展に より､ 法学の

分野 にお い て , 理論 ･ 実務融合型 の 教育研究 開発を本格的に推進する こ と

が 求め られ て い る こ と ､ ま た ､ 新 しい 法間藤に関する共 同研究 ･ 教育支援

･ 啓蒙活動 に つ い て の 地域社会か らの 要請はますます強ま っ て きて お り､

特む
_
= 地方にお い て は大学法学部 ･ 法科大学院が こ れらの 活動の セ ン タ ー と

して 重要な役割を果た す こ とが 求め られ て い る こ とを踏まえ ､
こ の ような

状況 に迅速か つ 適切 に村応 で きる よう にす る こ と にある ｡

(2) 活動内容

地域法実務 セ ン タ ー は ､ 法学 理論 ･ 法律実務 融合型 の教 育研究 開発 に取

り組み ､ その 成果を社会に還元する とと もに ､ 地域にお ける法律実務家の

た め の 情報収集 ･ 交流 を行なう
.
ことと して い る ｡ その 具体的な活動内容は ､

(丑法律実務家 と の 共同研 究の 推進 ､

.
②実務指向の 教育開発 ､ (多地域社会の
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研修 ･ 教育支援､ ④地域社会に対する 法的サ ー ビス の 捷供で ある が ､ 2 004

年革に ､ 特 に地域法実務 セ ン タ ー と して 取り組ん だの は ､ ③及び④で ある ｡

本稿で は ､ 特 に③に関 して新潟県行政書士会の 実施する司法癖修､ 及 び④

に関する本セ ン タ ー の 実施 した無料法律相談の 概況を紹介する こ と とする ｡

なお ､ ② に関 して ､ 地域法実務セ ン タ ー の重要な役割は ､ 本法科大学院の

2 年次及び3 年次の 履修科目 で あるリ
ー ガ ル クリ ニ ッ ク の教育方法の 開発

及び実施で ある ｡ 特にリ
ー ガ ル ク リ ニ ッ ク Ⅱ は ､ 法科大学院生 ( 3 年次)

が実際に法律相談に応 じる こ とを予定 して い る ため ､ 地域法実務セ ン タ
ー

が中心 とな っ て 企画 ･ 実施する こ ととなる ｡ その ため ､ 20 0 4 年度は その 実

施方法が主 に検討 さ れ た ｡ なお ､ こ の 間題 で は ､ 弁護士会と の協議 が継続

中 で ある の で
､ リ

ー ガ ル ク リ ニ ッ ク に関し て は ､ 別 の機会 に紹介する こ と

と し た い
｡

2 . 新潟県行政書士会の 司法研修 へ の講師派遣

(1) 司法研修実施の 背景と経緯

新潟県行政書士会は
､ か ねて より会員 の 専 門性向上 の ため の 研修 に積極

的 に取り組 んで い る が (20 02 年には , 本学法学部教員 が講師となり ､ 民法

及び行政法の 法務研修を行 っ た ｡) , 今回の 司法研修は ､ 行政書士会が 一 定

の 業務 に つ き代理権を得た こ とを機会 に , 体系的 ･ 系統的 に法務研修を行

おう とする もの で あり ､ 本法科大学院に対 し講師派遣 の 要請の あ っ たもの

で ある ｡

行政書士会の 依頼 は ､ (∋毎年2 回 ( 春期と秋期) 1 科目 に つ きそれ ぞれ

4 - 5 回の議義を行う こ と ､ ②司法研修は2 - 3 年にわ たるも の と し ､ そ

れ を通 じて 主な法学分野をカ バ ー する こ と ､ 3) 開講科目 は ､ 民法 ･ 民事訴

訟法 ･ 商法 ･ 知的財産法 ･ 公法 (憲法 ･ 行政法 ･ 税法) ･ 刑法 ･ 刑事訴訟

法等､ 法学の ほ ぼ全分野 にわた るもの とする こ と で あ っ た ｡

行政書士会と本セ ン タ ー との 協議の 結果､ ①司法研修は 2 - 3 年を展望
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して行 い
､ それ によ っ て

一

通りの 科目を行う ､ ②各年度の 司法研修は ､ 前

期廟修 ( 6 ･ 7 月期) と後期研修 (1 0 ･ 11 月期) を実施する ､ ③各研修で

は4 回の 講義を行う (原則 と して 隔週土曜 日 に実施する) ､ ④毎回の 研修

は2 科目各9 0 分の 講義を実施する こ とと した ｡

(2) 前期研修

20 04 年度前期研修 は民法と行政法 の 講義をそれ ぞれ 4 回行 っ た去 聴講者

の 平均 は50 名で ､ さ ら に ビデ オ視聴者の平均は1 1名 で あ っ た ｡
い ずれも内

容は基礎的なも の と したが ､
こ れら両科目 には実務 に深くかかわり､ 会員

の 希望も強 い こ とから､ 次年度以 降に ア ドバ ン ス レ ベ ル の 講義を設 ける こ

とと し た｡

講義内容は次の 通 りで ある (括弧内 は講師)
■

｡

① 民法

第1 回 ( 6 月12 日)

第2 回 ( 6 月26 日)

第3 回 ( 7 月10 日)

第4 回 ( 7 月24 日)

(診 行政法

'

第1 回 ( 6 月12 日)

一 第2 回 ( 6 月2 6 日)

第3 周 ( 7 月10 日)

第4 回 ( 7 月2 4 日)

: 民法再入 門 一 民法と 人( 中村哲也法科大学院教授)

: 物権法再入門 ( 神戸秀彦法科大学院教授)

: 契約法再入門 ( 四 ッ 谷有書法学部助教授)

: 不法行為再入門 ( 岩音勝成法科大学院教授)

: 行政手続法 ( 下井康史法科大学院助教授)

: 行政指導 ( 同上)

: 行政不服琴査法 ( 石崎誠也法科大学院教授)

: 行政事件訴訟法 ( 同上)

(3) 後期研修

後期研修は
､ 消費者保護法と社会保障法の 講義をそれぞれ4 回行 っ た ｡

聴講者は 平均3 4 名 ､
ビデ オ視聴者は10 名 で あり ､ 前期研修より参加者が減
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っ て い る ｡ 講義内容は次の 通 りで ある ( 括弧内は講師) ｡

(丑 消費者保護法

第1 回 (10 月 9 日)

第2 回 (10 月3 0 日)

第3 回 (1 1 月13 日)

第4 回 (1 1 月2 7 日)

(参 社会保障法

第 1 回 ( 10 月 9 日)

第2 回 (10 月3 0 日)

第3 回 (1 1月13 日)

第4 回 (11 月27 日)
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: ･消費者保護と A D R ( 南方嘩法科大学院教授)

: 消費者取引 と民法
- 最近 の 問題事例と消費者契約

法
-

( 田中幸弘法科大学院教授)

: 賃金契約 と法的枠組み ( 同上)

: ｢ 問題商法+ と法的枠組み 一 特定商取引法を中心

に
-

( 同上)

: 年金制度改革に つ い て (台豊法学部助教授)

: 社会保険の 諸問題 ( 同上)

: 社会保障制度の あり方(加藤智幸法科大学院教授)

: 最近 の社会保障をめ ぐる裁判に つ い て ( 同上)

(4) 受講者の 評価及び意見

新潟県行政書士会で は ､ 前期研修 ･ 後記研修ともに ､ 研修終了後 に受講

者にア ン ケ ー トをと っ て お り ､ それ によ っ て ､ 本研修に対する受講者の 評

価及び意見をある程度知る こ と
p
ができる ｡ 新潟県行政書士会の 許しを得て ､

ア ン ケ
ー

ト結果の
一

部を紹介 した い ｡

① 前期研修の ア ン ケ ー ト結果 は資料 1 の 通 り で ある ｡ 満足度を100 点満

点で聞 い た と こ ろ ､ 無回答者を除く平均点 は ､ 民法が83 .
4 点 ､ 行政法

は90 点で ある ｡ また ､ 講義の 程度に つ い て は適切 と回答 した者が4 1名 で

あ っ たの で ､ 満足度は高か っ た と思わ れ る ｡

② 後期研修の ア ン ケ
ー ト結果 は資料2 の 通り で ある ｡ 同 じく講義 へ の 満

. 足 度を10 0 点満点で 聞 い た と こ ろ ､ 平均点は ､ 消費者保護法が9 1 点､ 社

会保障法が8 6 . 3 点で ある ｡

③ 講義に対する 要望 と して は ､ も っ と実務的なもの や具体的事例に即し
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た･もの を希望する意見が強く ､ 帯義の 持ち方 に つ い てもケ ー ス ス タ デ ィ

を望 む意見が強か っ た｡ 社会嘩障法で は具体的裁判事例に即 して 行 っ た

講義もあ っ た が ､ その ような方式が よか っ た とする意見も出さ れ て い る ｡

④ 希望する研修科目と して は ､ 民事法 (民法､ 商法､ 民事訴訟法) をあ

げる も
.
の が多か っ た ｡

(5) 法科大学院地域法実務セ ン タ ー の研修に つ い て

法科大学院 の 果 たす べ き役割が新 しい 時代 の 要請に こたえる 法曹 の 養成

に ある こ とは いうま で もな い が ､ 併せ て 法曹な い し法律専門家集団に対す

る地域社 会の 要求に応え て行く こ とも大切を役割で あろう ｡ 経済の グ ロ ー

バ ル 化やI T 技術発展 による 人 間生活全体 における技術 革新 は ､
い う まで

もなく全く新し い 法的問題を提起 して おり ､ 紛 争の 形態もま っ たく新 し い

も の とな っ て い る ｡ 弁護士をは じめ現に法曹で 活動する 法律専 門家にと っ

て も ､ 法学研究者 にと っ て も ､

. 全く未経験の 問題 に直面 せ ざる をえな い
｡

その ような時代に あ っ て は ､ 法曹専門家も常 に新しい 法理論に つ い て研

究 ･ 学習 して い く ことが 求められ る し､ 法学研究者にと っ て も実務が直面

する新 しい 法問題 に常に敏感で なければならず､ 実務者と の 共同研究を進

め て い く こ とが必要 で ある ｡ こ こ に法曹 の 継続教育が求め られ る理由があ

り ､ ･ 同時に実務 ･ 理論融合型の 共同研究が求め られる理由がある ｡ 特 に ､

地方に設置苧れる 大学法学部及び法科大学院は ､ 当該地域お よ び周辺地城

の 研究拠点と して の 機能を果たす重要な機関 で ある ｡ こ の 間題 に つ い て ､

日本法律家協会法曹養成問題委貞会の 田尾桃 二委員長は ､ ｢ 法科大学院は ､

新たな法曹養成制度の 中核的教育機関となる にと どまらず､ 法律学及 び法

律実務の 発展 に寄与する こ とはもとより ､ 社 会の 諸分野 で活躍する 幅広 い

人材の 教育に力を貸 したり ､ その 他の 活動 により ､ 法の 支配 の浸透を通 じ

て 社会に貢献する責務を負 っ て い る+ と して ､ 先端的法分野 で の 教育､ 公

務員 ･ 企業勤務者等の キ ャ リ アラ ップ ､ 外国人 の ため の コ ー

ス の 設定な ど
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をあ げるが ､ 同時に ､ 法科大学院が全国 に適正 に配置される こ とを踏まえ

て ､ ｢ 新法や裁判例の 情報の 提供等地域における 法律実務 ･ 法学研究の 情

報発信基地と して の 役割を果 た し待よう+ と指摘 し
.
て い る ( 法律の ひろ ば ､

2 003 年3 月号55 頁) ｡ 傾聴す べ きも の で あろう ｡

新潟県行政書士会20 04 年度司法研修は ､ 本学教員 が法学の 講義を行う こ

とを主たる 形態と して い る が ､ 今後にお い て は ､ 行政書士側 から実務上の

問題 を教貞 に提起 して 共同研 究を進 める こ とや ､ 実務が直面する 問題 を学

生 に提供 して い く こ と等も検討さ れ る べ きで あろう ｡

資料1 新潟 県行政書士会200 4 年度前期司法研修受講者ア ン ケ ー ト結果

回答者数 44 名

1 . 今回の 研修内容は､

民 法

1 00 点 -

18 人

90 点 -

3 人

8 5 点 -

1 人

80 点
-

9 人

7 0 点
- 3 人

6 0 点
-

7 人

5 0 点
-

2 人

無回答 - 3 人

あなたの 期待を1 00 点と した場合 ､ 何点で したか ?

行政法

1 00 点 -

23 人

90 点
- 3 人

8 5 点 - 2 人

80 点 -

7 人

7 0 点
- 6 人

6 0 貞 一 1 人

無回答
-

4 人

2
.

1 . の 点数が100 点未満だ っ た場合 ､ どの 部分を どの よう に改善すればよ

い か ､ ご助言をお願 い い た します ｡

･ もう少し実例を入れて ､ 実務的 に して ほ し い
｡

･ 具体例をもう少し多くして ほ し い ｡

･ 実例 ･ 実務がも っ と多い 方が 良い
｡

･ 実例に よ る ケ ー ス ス タ デ ィ ー の 方が実務的な の でも っ と多い 方が良か っ た｡

･ も っ と具体的事例を基に して ､ 民法理論の み でなく ､ 仕事に則 した内容に

して ほ し い
｡ ( 行政書士向けで ある こ とを念頭に お い て練 っ て ほ し い

｡)

･ 法律に つ い て の 学説の講義で はなく ､ 実例 ･ 判例 に則 した講義で あればよ

り実践的で あ っ たと思う｡
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･

業務と司法研修の具体的な関連性 に つ い て説明が ほ し い
｡ どの業務の どの

あたり にどの研修が必要とな っ て くるか ｡

･ 実体的な講義内容を中心と したもの ｡ レ ジ ュ メ をもう少し多く ､ 内容充実

したもの ｡

･ 参考資料を多く してくだ さい
｡

･ 事実説明もありましたが ､ 理解しに くい 内容だ っ た｡ ( まぎらわ し い)
･ もう少し内容にボリ ュ

ー ム があ っ て も良い と思う｡

･ 時間が短か っ たため ､ 全体を把握する の か ､ 細部をするの かは っ きりしな

か っ た ｡

･ 民法に つ い て は 1 人か 2 人の 先生で実施して欲 しい
｡

一 貫性がなくなる ｡

･ 民法は 一

つ の事例に つ い て徹底的に検討する o

･ 民法は各分野 ､ 別々 の 先生が担当されL､ ほと
_
ん ど脈略がない まま講義さ れ

た が ､ でき たら 1 人の先生 に担当 して も ら っ た方が良い の で はない か ｡

･ ホ ワイ トボ ー ドの 文字をも っ と大きく｡ 後の席 で は見難 い ｡

3 . 研修内容の 理解度 は い か がで すか ?

① 簡単すぎる ② 適当 ③ 難 しすぎる

2 人 4 1 人 3 人

4 . どの ような講義方法が よ ろ しい ですか?

① 概論説明 ② ケ ー

ス ス タ ディ
ー

( 実例に よる法解釈)

8 人 38 人

③‾ その他 ( )

( 5
- ■8 は ､ 行政書士会に よ る運営方式に 関する質問で ある ため省略)

9 . 司法研修にお い て ､

してくだ さ い
｡

･ 民法6 人
■

･

借地借家法3 人

･. 契約関係 1 人

･ 消費者契約法3 人

･ 行政書士法1 人

･ 憲法1 人

･ 国際私法1 人

･ 住民基本台帳法 1 人

今後どんな科目を受講 した い ですか? 科目名を記入

･ 親族相続5 人

･ 民訴法8 人

･ 破産法 1 人

･

消費者保護関連 1 人

･ 判例解説 1 人

･ 税法2 人

･ 公証証書 1 人

･ 戸籍法1 人

･ 民事保全法1 人

･ 商法8 人

･ 刑法 1 人

･ 著作権法1 人

･ 行政関係1 人

･ 製造物責任法1 人
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10 . 司法研修会及び今後の 研修会 に つ い て ､
ご意見

･ ご希望 ･ 感想等何 でも結

構ですの で ,
ご記入く ださ い

｡ ( 内容 に関す るもの を中心 に ⊥
部掲載)

･ 大学の 先生の 講義をじか に受けられるの はと て も良い機会で した ｡

･ 研修は長期的､ 継続的に や っ て 欲 しい
｡

･ 研修が増え ､ 知識習得の 機会が た い へ ん有難く喜んで おります｡ 各法律の

基本的知識が不足 して い る と思 いますの で ､ まず入門的な概論から入 っ て ､

実務的問題 に結 び付けて い ただ けたらと思 い ます｡

･ 今後も年間ス ケ ジ ュ
ー ル を考えて 実行して くださ い

｡

･ 現在 1 : 3 0 - 4 : 45 で 運営され て い ますが ､ 会場準備等不要と思われるの

で ､ 開始､ 終了とも1 5 - 20 分位繰り上げて 行 っ てもらうと有難 い
｡ ( 白熱

する と延長傾向にある の で)
･ 新潟まで 来るの はかなり つ ら い の で今後研修回数が増える ようなら､ 地元

で で き る
.
ようお願 い した い

｡ ( 上越)

資料2 新潟県行政書士会200 4 年度後期司法研修受講者ア ン ケ ー ト結果

回答者数 22 名

1
. 今回の 研修内容 は ､ あなたの 期待を1 00 点と した場合 ､ 何点で したか?

点数 消費者法 社会保障法

100 点 1 1 名 11 名

99 点 1 名

90 点 1 名 1 名

85 点 1 名

80 点 1 名 3 名

75 点 1 名

70 点 2 名 3 名

60 点 1 名

2 . 点数が10 0 点未満だ っ た場合 ､ どの 部分を どの よ うに 改善すれ ば よ い か ､

ご助言をお願 い い たします｡

･ 事前 に講義内容の 詳細 に つ き説明があ っ た方が充実す るの で は｡

･ じ っ くり時間をか けて や っ て欲 しい
｡

･ もう少し現状 にあ っ た事例を掲げて の説明の ほうが良い
｡

･ もう少 し具体的に ｡

･ 業際問題あり ､ 非常に難解の ため｡
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･ 講義と ダブ っ て も良い の で , なるべ く細かく レ ジ ュ メ を作 っ て い ただ い た

･ 方がわかりやすい
｡
･

3 . 研修内容の 理解度は い か がセすか ?

① 簡単すぎる ② 適当 ③ 難しすぎる

0 名 2 1 名 1 名

4 . どの ような講義方法が よ ろ し い ですか? (複数回答)

- ① 概論説明 ② ケ + ス ス タ デ ィ
ー ③ そ の 他

p
5 名 20 名 o 名

( 5
⊥ 8 は ､ 行政書士会に よ･る運営方式に 関する質問で ある ため省略)

9 . 司法研修にお い て ､

■今後 どんな科目を受講した い ですか? 科目名を記入

してください ｡

憲法 2 名

民事訴訟法7 名

行政手続法2 名

刑事訴訟法3 名

民法1 1 名

民事執行法2 名

行政事件訴訟法2 名

A D R 9 名

商法8 名

行政法2 名･

行政不破審査法3 名

家事審判法9 名

1 0 . 今後の研修会に つ い て ､ ご意見 ･ ご希望 ･ 感想等何 でも結構で すの で ､

■
ご

記入くださ い

･

研修は会員の レ ベ ル ア ッ プの ため必要 と考えます が ､ 参加人数が少な い よ

うに思 い ます｡

･ 司法制度参入 は本当に可能なの で しょ うか?

･ 行政書士 の業務 に A D R が参入予定され て おり ､ 法律知識 が大 い に 必要 ､

可能な限り企画をお願 い い た します｡

･

本音を言うと受講料をもう少し下 げて い た だきたい と思い ますが ､ こ の く

ら い が適当とも思 い ます｡

･ 担当して くださ っ た先生には熱く講義を して い た だ い て 奉りが とうご ざい

ました｡ 実務
･

実態に 基づ い た例 により分かりやす い講義で した ｡

･ これか らも大学の 先生 ､ 公証人の 先生 方の研修会を どん どん して い た だき

た い と思 い ます｡

･

社会保障法の 第3 回フ ラ ン ス の 社会補償制度､ 第 4 回の 憲法判決の 講義は

･ 具体的で大変ため になりました ｡

※ 資料 1 及び資料2 に つ い て は ､ 新潟県行政書士会にア ンケ ー ト結果を掲載する こと

を了桑して頂きました ｡ こ の 場をお借りして お礼申し上 げます｡
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-3 . 2 00 4 年皮無料法律相談の 実施状況に つ い て

(1) 趣旨及び実施方法

(∋ 趣旨

無料法律相談は ､ 法学部に地域法実務 セ ン タ
ー

が設置され た2 003 年4

月 より実施 して い たも
■
の で ある ｡ こ れ は ､ 新潟大学サテ ライ トキ ャ ン パ

ス ( C L LI C) の 市民向け講座 と して 実施さ れ たもめで あり ､ 本学の 地域

貢献事業の 一 つ と して 位置づ けら れる もの で あ っ た ｡

② 実施方法

20 0 4 年度 は ､ 2 00 3 年度 の 実施方法を踏襲 し ､ 2 00 4 年 4 月 か ら200 5 年3

月 まで ､ 概 ね月 2 回､ 計19 回の 無料法律相 談を実施した ｡ 実施時間は ､

毎回午後1 時30 分 から午後30 分まで で ､

一 人あたりの碍談時間は3 0 分以

内 で ある ｡

相談を担当 した の は ､ 弁護士資格を有する本法科大学院教員 (実務家

教員) と弁護士資格を有する非常勤講師2 名 で ､ い ずれ も新潟県弁護士

会に所属 して い る ｡

③ 法律相談予約受付 につ い て

･ 各月 ご と に相談日 を2 回分設 けて お り ( 1 回の 月 もある) ､ 月初 め の

相談日の 2 週 間前に2 日 間 ( 木 ･ 金曜) 電話 に よる受付を行 っ た ｡ 受付

時間は午後2 時か ら5 時ま で の 3 時間で ､ 各相談日につ き定員5 名 に達

-した時点で締め切り ､ 定員を超えた場合 は , 留守番電話メ ッ セ ー ジ によ

る次回相談 日の 案内を流す こと と した ｡

④ 無料法律相談案内の 広報

新潟市の ｢ 市報に い が た+ や新潟日報社 の 協力を得て 案内記事の 掲載

を行 っ た他 ､ 新潟市お よ び周辺市町村 の 役所 ･ 役場 ･ 公 共施設123 箇所

に無料法律相談案内の チ ラ シ十数枚を8 月 と11 月 に送付 し配置を依頼 し

た ｡

市報や新聞に掲載された場合の 相談予約受付状況は表1 の 通りで ある
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が ､ それから分かる よう に新聞等で の 記事掲載と受付件数との 相関関係

は強 い もの がある (記事掲載がな い に もか かわらず受付申し込み をする

相談希望者は ､ 定員超過 で 前回の 申し込 み が受け付けられず ､ 次 剛 こ改

め て 申し込 んだケ ー

ス や ､ 新聞 ･ 口 コ ミ等に より本無料法律相談を以前

から知 っ て い る場合で あるが ､ その 数は必ずしも多く はな い) ｡ チ ラ シ

による効果は , 電話受付の 際に ｢ チ ラ シを見た+ と いう相談希望者が何

名かい る ため ､ ある程 度e) 効果 はあ っ た と判断で きる が
.

､ 実際 に どれ だ

けの 人 に読まれ たか は不 明である ｡

表1 . 平成1 6 年度無料法律相談受付状況

回 相談日 件数 広 報 手 頃
1 20 0 4/0 4/ 0 7 3 な し

2 200 4/0 5/ 19 5 市報にい が た (200 4/0 5/0 2) 新潟日報 (200 4/0 5/0 4)

3 200 4/0 6/0 2 5 新潟日報 (20 0 4/0 5/16)

4 20 0 4/0 6/ 16 5 ( 同上)

5 2 00 4/0 7/0 7 5 市報にい が た (200 4/0 6/ 20)

6 200 4/0 7/ 14 2 ( 同上)

7 200 4/0 8/0 4 1 なし

8 2 00 4/0 9/0 1 5
新潟日報 (200 4/0 8/ 1 4) ､

案内チ ラ シ (当初44 箇所) 配置開始

9 20 0 4/0 9/1 5 2 ( 同上)

1 0 2 0 04/1 0/ 06 5 新潟日報 (20 0 4/ 0 9/ 1 8) ､ 案内チ ラ シ

1 1 20 O4/10 / 20 5 ( 同上)

1 2 2 0 04/l l/1 0 3 案内チ ラ シ の み

13 20 0 4/1 2/0 1 5
新潟日報 (2 0 04/l l/1 8) ､

案内チ ラシ ( 追加79 箇所､ 計1 23 箇所)

1 4 2 0 04 /12 /1 5 3 ( 同上)

15 2 0 0 5/0 1/19 5 新潟日報 (2 00 5/0 1/06) ､ 案内チ ラ シ

16 2 0 0 5/02 /0 2 5 新帝日報 (20 0 5/0 1/ 1 4) ､ 案内チ ラ シ

1 7 2 00 5/0 2/ 16 5 ( 同上)

18 20 0 5/0 3/0 2 5 新潟日報 (20 0 5/0 2/16) ､ 案内チラ シ

19 20 05/0 3/1 6 5 ( 同上)

計 19 日 79 件
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(2) 相談内容に つ い て

本法律相談で は ､ 相談内容を特に限定せずに申し込みを受け付ける こ と

と して い る ｡ しか し､ サラ金 ･ ヤ ミ 金融関係の 相談は ､ 緊急で あり ､ か つ

複数回の 相談が必要となる もの が多い の で ､ こ の ような相談の 申し込み が

あ っ た場合に は ､ 新潟県弁護士会で の相談を勧める こ とと した ｡ しか し､

20 04 年度にお い て は こ の ような金融トラ ブル に関する相談の 申し込 み はな

か っ た ｡

平成16 年度 にお ける相談内容の 内訳 は ､ 表2 に示 した通り で あろ (相談

者の 主な相談内容 ( 1 名 に つ き 1 件) に よる 集計で あり ､ 当該事案に派生

する相談は集計 して い な い) ｡

表2 . 相談内容の内訳 (注 : 構成比 は
､ 小数点以下第2 位を桁上 げして表示)

内 容 件 数 構成比.

1 土地建物 (登記 ､ 賃貸借 ､ 境界等) 1 4 1 7 . 7 %

16 . 5
0/o2 債権債務 (金銭貸借 ､- ク レ ジ ッ トカ

ー ド債務等) 13

3 離婚 ･ 婚姻 (慰謝料､ 養育費､ 離婚 一

般等) _ 13 16 . 5 %

4 相続 ･ 遺言 (遺産分配､ 遺言の 書き方等) 13 16 . 5 %

5 雇用ト ラ ブル (賃金未払 ､
い やが らせ等) ■

7 8 . 9 %

6 訴訟相談 ( 医療ミ ス ､ 営造物事故等) 7 8 . 9 %

7 近隣ト ラ ブル (騒音 ､ 悪臭等) 4 5 .
1 0/o

8 養子 ･ 親子 (養子縁組等) 2 2 . 5 %

9 その他 ( 上記の い ずれ にも含まれな い もの) 6 7 . 6 %

計 79 10 0 . 0
0
/o

(3) 課題

① 本法律相談は随時受け付けるの で はなく , 受付 日が 限定され て おり､

しか も相談日の 2 週 間か ら 4 週 間前に受け付ける もの で ある た め ､ 市民

の ニ
ー ズ に迅速 に対応 しえて し? か ､ の で はな い か と い う問題が ある ｡ 実

際 に ､ ｢ 相談日よ り1 ケ 月も前に受付を行うの は､ 先の 予定を考える と
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予約しづ らい の で何とか ならな い か+ と いう声も出された ｡ ただ し､
こ

の 点に関 して は ､ 相談を担当した弁護士 か らは ､ 緊急を要する相談より

も ､ 相談者自身が相当考えて き て い る の で ､ むしろ学生 が実務教育で取

り組むに ふ さ わ しい 相談事例 が少なくな い と い う意見も出された ｡

② 20Q5 年度以 降は ､ 法律相談は ､ 地域社会 へ の 法的サ ー ビス と い う役割

と同時に ､ 法科大学院学生 の 実務教育の 場と いう役割も受け持? こ とと

なる ｡ 上述 の よう に ､ そ の 具体的な方策は弁護士会と･も協議 して 決め ろ

こ と になる が ､ 無料法律相談に対する 市民 ニ ー ズ と市民 の 気持ちを相談

･ 受付の 時点で 的確 に把握する こ とが求め られ る ｡ た しか に ､ 電話 によ る

受付 だけで は ､ 市民 の ニ
ー ズ を感 じ取る の は難 し い が ､ 相談者の 中 には

_
､

相談者の 連絡先を聞く こ と に つ い て さえ ､ ｢ 家に絶対 に連絡 しな い で欲

しい+ と いう人が い る ｡ また ､ これ からの 法科大学院の 臨床法教育と関

連し た内容で い えば､ ｢ 相談を受けるゐは本当に教員 ( 弁護士) だけか ｡

相談時に学生 は入 らな い か ｡+ と学生 の 関与を嫌う相談者も い たが ､ 逆

に ､ 学生 の 法律相談活動の よう に思 っ て い る 相敦者も い る ｡ 新 しい 体制

で の 法律相談 にお い て ､ 市民 の 認知度を高め ､ か つ 信頼 を得て い く ため ､

教員 の み ならず相談に 関わ る学生の 姿勢が大きく寄与して い くもの と考

えられる ｡


